
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　親水性表面を有する支持体上に、 親油性化合物を内包するマイクロ
カプセル、光熱変換剤、並びに、分子量が１０００以下で炭素数が１０以下の、多価アル
コールから選ばれる少なくとも１つの水溶性化合物を含有する画像形成層を有し、画像形
成層の未露光部を除去して製版されることを特徴とする平版印刷版用原版。
【請求項２】
　該水溶性化合物が、炭素数６以下の多価アルコールであることを特徴とする請求項１記
載の平版印刷版用原版。
【請求項３】
　該水溶性化合物が、エチレングリコール、グリセリン、ペンタエリスリトール、ソルビ
トール、トリエチレングリコール エチレングリコール、プロピレングリコール、ジプ
ロピレングリコール、トリプロピレングリコール、ジグリセリン、トリメチロールプロパ
ン、から選ばれる少なくとも１つの化合物であることを特徴とする請求項２記載の平版印
刷版用原版。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、親水性支持体上に、マイクロカプセルを含有する画像形成層を有する平版印刷
版用原版に関する。より詳しくは、デジタル信号に基づいた赤外線走査露光による画像記

10

20

JP 3941934 B2 2007.7.11

熱反応性基を有する

、ジ



録が可能であり、画像記録したものはそのまま印刷機に装着して機上現像による製版が可
能な平版印刷版用原版に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年進展が目覚ましいコンピュータ・ツウ・プレート（ＣＴＰ）システムについては、多
数の研究がなされている。その中で、一層の工程合理化と廃液処理問題の解決を目指すも
のとして、露光後、現像処理することなしにそのまま印刷機に装着して印刷できる平版印
刷版用原版が研究され、種々の方法が提案されている。
【０００３】
処理工程をなくす方法の一つに、露光済みの印刷版用原版を印刷機の版胴に装着し、版胴
を回転しながら湿し水とインキを供給することによって、印刷版用原版の非画像部を除去
する機上現像と呼ばれる方法がある。すなわち、印刷版用原版を露光後、そのまま印刷機
に装着し、通常の印刷過程の中で現像処理が完了する方式である。このような機上現像に
適した平版印刷版用原版は、湿し水やインキ溶剤に可溶な画像形成層を有し、しかも、明
室に置かれた印刷機上で現像されるのに明室取り扱い性を有することが必要とされる。
【０００４】
例えば、特許第２９３８３９７号には、親水性バインダーポリマー中に熱可塑性疎水性重
合体の微粒子を分散させた感光層を親水性支持体上に設けた平版印刷版用原版が記載され
ている。この公報には、該平版印刷版用原版において、赤外線レーザ露光して熱可塑性疎
水性重合体の微粒子を熱により合体させて画像形成した後、印刷機の版胴上に版を取り付
け、湿し水及び／又はインキにより機上現像できることが記載されている。この平版印刷
版用原版は感光域が赤外線域であることにより、明室取り扱い適性も有している。
【０００５】
また、特開平９－１２７６８３号公報及びＷＯ９９－１０１８６号公報にも熱可塑性微粒
子を熱による合体後、機上現像により印刷版を作製することが記載されている。
【０００６】
また、特開２００１－２７７７４０号公報には、熱反応性化合物を含有するマイクロカプ
セルを用いて耐刷性を改良した機上現像型の平版印刷版用原版が記載されている。
【０００７】
また、特開２００２－２９１６２号には、ビニルオキシ基を有する化合物を内包するマイ
クロカプセル、親水性樹脂及び酸前駆体を含有する画像形成層を有する機上現像型の平版
印刷版用原版によって、良好な耐刷性が得られることが記載されている。
【０００８】
また、特開２００２－４６３６１号には、エポキシ基を有する化合物を内包するマイクロ
カプセル、親水性樹脂及び酸前駆体を含有する画像形成層を有する機上現像型の平版印刷
版用原版によって、良好な耐刷性が得られることが記載されている。
【０００９】
さらに、特開２００２－１３７５６２号には、ラジカル重合性基を有する化合物を内包す
るマイクロカプセル、親水性樹脂及び感熱性ラジカル発生剤を含有する画像形成層を有す
る機上現像型の平版印刷版用原版によって、良好な耐刷性が得られることが記載されてい
る。
【００１０】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、上記の技術による平版印刷用原版には、耐刷性は向上したが、まだ機上現像性が
不十分で、地汚れが発生しやすい問題があった。本発明の目的は、この問題を解決するこ
とである。すなわち、機上現像性に優れ、地汚れが生じにくく、高耐刷の平版印刷版用原
版を提供することである。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
本発明の上記課題は、下記の構成により解決されることが見出された。
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１．親水性表面を有する支持体上に、 親油性化合物を内包するマイク
ロカプセル、光熱変換剤、並びに、分子量が１０００以下で炭素数が１０以下の、多価ア
ルコールから選ばれる少なくとも１つの水溶性化合物を含有する画像形成層を有し、画像
形成層の未露光部を除去して製版されることを特徴とする平版印刷版用原版。
【００１２】
２．該水溶性化合物が、炭素数６以下の多価アルコールであることを特徴とする前記１記
載の平版印刷版用原版。
【００１３】
　３．該水溶性化合物が、エチレングリコール、グリセリン、ペンタエリスリトール、ソ
ルビトール、トリエチレングリコール エチレングリコール、プロピレングリコール、
ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、ジグリセリン、トリメチロールプ
ロパン、から選ばれる少なくとも１つの化合物であることを特徴とする請求項２記載の平
版印刷版用原版。
【００１４】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について詳細に説明する。
【００１５】
［画像形成層］
本発明の画像形成層には、親油性化合物を内包するマイクロカプセルが含有される。この
親油性化合物は、熱反応性基を有する化合物であることが好ましい。この熱反応性官能基
としては、化学結合が形成されるならば、どのような反応を行う官能基でも良いが、ラジ
カル重合反応を行うエチレン性不飽和基（例えば、アクリロイル基、メタクリロイル基、
ビニル基、アリル基など）、カチオン重合性基（例えば、ビニル基、ビニルオキシ基など
）、付加反応を行うイソシアナート基又はそのブロック体、エポキシ基、ビニルオキシ基
及びこれらの反応相手である活性水素原子を有する官能基（例えば、アミノ基、ヒドロキ
シル基、カルボキシル基など）、縮合反応を行うカルボキシル基及びそれら反応相手であ
るヒドロキシル基又はアミノ基、開環付加反応を行う酸無水物及びそれら反応相手である
アミノ基又はヒドロキシル基などを好適なものとして挙げることができる。
以下、熱反応性官能基を有する親油性化合物についてより詳しく説明する。
【００１６】
ラジカル重合性不飽和基を有する化合物としては、エチレン性不飽和結合、例えばアクリ
ロイル基、メタクリロイル基、ビニル基、アリル基などを少なくとも１個、好ましくは２
個以上有する化合物を好適なものとして挙げられる。このような化合物群は当該産業分野
において、光重合性又は熱重合性組成物用のモノマー又は架橋剤として広く知られるもの
であり、本発明においては、これらを特に限定せずに用いることができる。化学的形態と
しては、モノマー、プレポリマー、すなわち２量体、３量体、オリゴマー、重合体もしく
は共重合体、又はこれらの混合物である。
【００１７】
本発明に好適なラジカル重合性不飽和基を有する化合物としては、特開２００１－２７７
７４０号に重合性不飽和基を有する化合物として記載の化合物が挙げられる。代表的な化
合物例としては、トリメチロールプロパンジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロ
パントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ペンタ
エリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリ
レート、ジペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペン
タ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリメ
チロールプロパンジアクリレートとキシリレンジイソシアナートとの付加体などが挙げら
れるが、これらに限定されない。
【００１８】
本発明に好適なビニルオキシ基を有する化合物として、特開２００２－２９１６２号に記
載の化合物が挙げられる。具体例としては、エチレングリコールジビニルエーテル、トリ

10

20

30

40

50

(3) JP 3941934 B2 2007.7.11

熱反応性基を有する

、ジ



エチレングリコールジビニルエーテル、１，３－ブタンジオールジビニルエーテル、テト
ラメチレングリコールジビニルエーテル、ネオペンチルグリコールジビニルエーテル、ト
リメチロールプロパントリビニルエーテル、トリメチロールエタントリビニルエーテル、
ヘキサンジオールジビニルエーテル、１，４－シクロヘキサンジオールジビニルエーテル
、テトラエチレングリコールジビニルエーテル、ペンタエリスリトールジビニルエーテル
、ペンタエリスリトールトリビニルエーテル、ペンタエリスリトールテトラビニルエーテ
ル、ソルビトールテトラビニルエーテル、ソルビトールペンタビニルエーテル、エチレン
グリコールジエチレンビニルエーテル、トリエチレングリコールジエチレンビニルエーテ
ル、エチレングリコールジプロピレンビニルエーテル、トリメチロールプロパントリエチ
レンビニルエーテル、トリメチロールプロパンジエチレンビニルエーテル、ペンタエリス
リトールジエチレンビニルエーテル、ペンタエリスリトールトリエチレンビニルエーテル
、ペンタエリスリトールテトラエチレンビニルエーテル、１，２－ビス（ビニルオキシメ
トキシ）ベンゼン、１，２－ビス｛２－（ビニルオキシ）エチルオキシ｝ベンゼン、１，
４－ビス｛２－（ビニルオキシ）エチルオキシ｝ベンゼン、１，３－ビス｛２－（ビニル
オキシ）エチルオキシ｝ベンゼン、１，３，５－トリス｛２－（ビニルオキシ）エチルオ
キシ｝ベンゼン、４，４´－ビス｛２－（ビニルオキシ）エチルオキシ｝ビフェニル、４
，４´－ビス｛２－（ビニルオキシ）エチルオキシ｝ジフェニルエーテル、４，４´－ビ
ス｛２－（ビニルオキシ）エチルオキシ｝ジフェニルメタン、１，４－ビス｛２－（ビニ
ルオキシ）エチルオキシ｝ナフタレン、２，５－ビス｛２－（ビニルオキシ）エチルオキ
シ｝フラン、２，５－ビス｛２－（ビニルオキシ）エチルオキシ｝チオフェン、２，５－
ビス｛２－（ビニルオキシ）エチルオキシ｝イミダゾール、２，２－ビス［４－｛２－（
ビニルオキシ）エチルオキシ｝フェニル］プロパン、２，２－ビス｛４－（ビニルオキシ
メチルオキシ）フェニル｝プロパン、２，２－ビス｛４－（ビニルオキシ）フェニル｝プ
ロパンなどが挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００１９】
本発明に好適なエポキシ基を有する化合物としては、２個以上エポキシ基を有する化合物
が好ましく、多価アルコールや多価フェノールなどとエピクロロヒドリンとの反応によっ
て得られるグリシジルエーテル化合物又はそのプレポリマー、更に、アクリル酸グリシジ
ルもしくはメタクリ酸グリシジルの重合体又は共重合体等を挙げることができる。
【００２０】
好適な具体例としては、グリセリンポリグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジ
グリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグ
リコールジグリシジルエーテル、トリメチロールプロパンポリグリシジルエーテル、ソル
ビトールポリグリシジルエーテルなどが挙げられる。また、ビスフェノール類もしくはポ
リフェノール類又はそれらの水素添加物のポリグリシジルエーテル、例えば水添ビスフェ
ノールＡのジグリシジルエーテル、ヒドロキノンジグリシジルエーテル、レソルシノール
ジグリシジルエーテル、ビスフェノールＡのジグリシジルエーテル又はエピクロロヒドリ
ン重付加物、ビスフェノールＦのジグリシジルエーテル又はエピクロロヒドリン重付加物
、ハロゲン化ビスフェノールＡのジグリシジルエーテル又はエピクロロヒドリン重付加物
、ビフェニル型ビスフェノールのジグリシジルエーテル又はエピクロロヒドリン重付加物
、ノボラック樹脂のグリシジルエーテル化物等も好適なものとして挙げられる。更に、メ
タクリ酸メチル／メタクリ酸グリシジル共重合体、メタクリ酸エチル／メタクリ酸グリシ
ジル共重合体等も好適なものとして挙げられる。
【００２１】
上記化合物の市販品としては、例えば、ジャパンエポキシレジン（株）製のエピコート１
００１（分子量約９００、エポキシ当量４５０～５００）、エピコート１００２（分子量
約１６００、エポキシ当量６００～７００）、エピコート１００４（約１０６０、エポキ
シ当量８７５～９７５）、エピコート１００７（分子量約２９００、エポキシ当量２００
０）、エピコート１００９（分子量約３７５０、エポキシ当量３０００）、エピコート１
０１０（分子量約５５００、エポキシ当量４０００）、エピコート１１００Ｌ（エポキシ
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当量４０００）、エピコートＹＸ３１５７５（エポキシ当量１２００）、住友化学（株）
製のスミエポキシＥＳＣＮ－１９５ＸＨＮ、ＥＳＣＮ－１９５ＸＬ、ＥＳＣＮ－１９５Ｘ
Ｆ等を挙げることができる。
【００２２】
本発明に好適なイソシアナート化合物としては、トリレンジイソシアナート、ジフェニル
メタンジイソシアナート、ポリメチレンポリフェニルポリイソシアナート、キシリレンジ
イソシアナート、ナフタレンジイソシアナート、シクロヘキサンフェニレンジイソシアナ
ート、イソホロンジイソシアナート、ヘキサメチレンジイソシアナート、シクロヘキシル
ジイソシアナート、又は、これらをアルコールもしくはアミンでブロックした化合物を挙
げることができる。
【００２３】
本発明に好適なアミン化合物としては、エチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリ
エチレンテトラミン、ヘキサメチレンジアミン、プロピレンジアミン、ポリエチレンイミ
ンなどが挙げられる。
【００２４】
本発明に好適なヒドロキシル基を有する化合物としては、末端メチロール基を有する化合
物、ペンタエリスリトールなどの多価アルコール、ビスフェノール・ポリフェノール類な
どを挙げることができる。
【００２５】
本発明に好適なカルボキシル基を有する化合物としては、ピロメリット酸、トリメリット
酸、フタル酸などの芳香族多価カルボン酸、アジピン酸などの脂肪族多価カルボン酸など
が挙げられる。
【００２６】
本発明に好適な酸無水物としては、ピロメリット酸無水物、ベンゾフェノンテトラカルボ
ン酸無水物などが挙げられる。
【００２７】
上記の親油性化合物をマイクロカプセル化する方法としては、公知の方法が適用できる。
例えばマイクロカプセルの製造方法としては、米国特許２８００４５７号、同２８００４
５８号にみられるコアセルベーションを利用した方法、英国特許９９０４４３号、米国特
許３２８７１５４号、特公昭３８－１９５７４号、同４２－４４６号、同４２－７１１号
にみられる界面重合法による方法、米国特許３４１８２５０号、同３６６０３０４号にみ
られるポリマーの析出による方法、米国特許３７９６６６９号に見られるイソシアナート
ポリオール壁材料を用いる方法、米国特許３９１４５１１号に見られるイソシアナート壁
材料を用いる方法、米国特許４００１１４０号、同４０８７３７６号、同４０８９８０２
号にみられる尿素―ホルムアルデヒド系又は尿素ホルムアルデヒド－レゾルシノール系壁
形成材料を用いる方法、米国特許４０２５４４５号にみられるメラミン－ホルムアルデヒ
ド樹脂、ヒドロキシセルロース等の壁材を用いる方法、特公昭３６－９１６３号、同５１
－９０７９号にみられるモノマー重合によるｉｎ　ｓｉｔｕ法、英国特許９３０４２２号
、米国特許３１１１４０７号にみられるスプレードライング法、英国特許９５２８０７号
、同９６７０７４号にみられる電解分散冷却法などがあるが、これらに限定されるもので
はない。
【００２８】
本発明に用いられる好ましいマイクロカプセル壁は、３次元架橋を有し、溶剤によって膨
潤する性質を有するものである。このような観点から、マイクロカプセルの壁材は、ポリ
ウレア、ポリウレタン、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアミド、及びこれらの混
合物が好ましく、特に、ポリウレア及びポリウレタンが好ましい。マイクロカプセル壁に
熱反応性官能基を有する化合物を導入しても良い。
【００２９】
上記のマイクロカプセルの平均粒径は、０．０１～３．０μ mが好ましく、０．０５～２
．０μｍがより好ましく、０．１０～１．０μｍが特に好ましい。この範囲内で良好な解
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像度と経時安定性が得られる。
【００３０】
このようなマイクロカプセルは、カプセル同志が熱により合体してもよいし、合体しなく
とも良い。要は、マイクロカプセル内包物のうち、塗布時にマイクロカプセルの表面もし
くはマイクロカプセル外に滲み出したもの、又は、マイクロカプセル壁に浸入したものが
、熱により化学反応を起こせば良い。また、添加された親水性樹脂又は添加された低分子
化合物と反応してもよい。また、２種類以上のマイクロカプセルに、それぞれ異なる官能
基で互いに熱反応するような官能基をもたせることによって、マイクロカプセル同士を反
応させてもよい。従って、熱によってマイクロカプセル同士が、熱で溶融合体することは
画像形成上好ましいことであるが、必須ではない。
【００３１】
マイクロカプセルの画像形成層への添加量は、固形分換算で、画像形成層固形分の５０質
量％以上が好ましく、６０～９５質量％がより好ましい。この範囲内で、良好な現像性と
同時に、良好な感度及び良好な耐刷性が得られる。
【００３２】
本発明の画像形成層にマイクロカプセルを含有させる場合には、内包物が溶解し、かつ壁
材が膨潤する溶剤をマイクロカプセル分散媒中に添加することができる。このような溶剤
によって、内包された熱反応性官能基を有する化合物の、マイクロカプセル外への拡散が
促進される。このような溶剤としては、マイクロカプセル分散媒、マイクロカプセル壁の
材質、壁厚及び内包物に依存するが、多くの市販されている溶剤から容易に選択すること
ができる。例えば架橋ポリウレア、ポリウレタン壁からなる水分散性マイクロカプセルの
場合、アルコール類、エーテル類、アセタール類、エステル類、ケトン類、多価アルコー
ル類、アミド類、アミン類、脂肪酸類などが好ましい。
【００３３】
上記溶剤の具体例としては、メタノール、エタノール、第３ブタノール、 n－プロパノー
ル、テトラヒドロフラン、乳酸メチル、乳酸エチル、メチルエチルケトン、プロピレング
リコールモノメチルエーテル、エチレングリコールジエチルエーテル、エチレングリコー
ルモノメチルエーテル、γ－ブチルラクトン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－
ジメチルアセトアミドなどがあるが、これらに限られない。またこれらの溶剤を２種以上
用いても良い。マイクロカプセル分散液には溶解しないが、前記溶剤を混合すれば溶解す
る溶剤も用いることができる。
【００３４】
このような溶剤の添加量は、素材の組み合わせにより決まるものであるが、通常、塗布液
の５～９５質量％が有効であり好ましい範囲は、１０～９０質量％、より好ましい範囲は
１５～８５質量％である。
【００３５】
　　本発明の画像形成層には、分子量が１０００以下で炭素数が１０以下の、多価アルコ
ー ら選ばれる少なくとも１つの水溶性化合物が含有される。水溶性化合物の水への溶
解度は、２５℃において、５質量％以上であることが好ましく、１０質量％以上であるこ
とがさらに好ましく、２０質量％以上であることが最も好ましい。水溶性化合物の分子量
は、８００未満であることがより好ましく、５００未満であることが最も好ましい。
【００３６】
本発明に用いられる多価アルコールに含まれる炭素数は１０以下である。好ましくは炭素
数６以下である。このような多価アルコールの具体例として、エチレングリコール、ジエ
チレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリ
コール、トリプロピレングリコール、グリセリン、ジグリセリン、トリメチロールプロパ
ン、ペンタエリスリトール、ソルビトールなどが挙げられる。なかでも、エチレングリコ
ール、グリセリン、ペンタエリスリトール、ソルビトール、トリエチレングリコールがよ
り好ましい。
【００３７】
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また、多価アルコールとしては、ヒドロキシルキ基以外に親水性基、例えばアミノ基又は
その塩を有するものも好適なものとして挙げられる。アミノ基又はその塩を有する多価ア
ルコールの例として、トリエタノールアミン、ジエタノールアミン及びこれらの塩が挙げ
られる。塩としては、塩酸塩、硝酸塩、硫酸塩、リン酸塩が挙げられる。なかでも塩酸塩
がより好ましい。
【００３８】
本発明に用いられる有機酸としては、炭素数１０以下の、スルホン酸、ホスホン酸、カル
ボン酸が挙げられる。具体例としては、トルエンスルホン酸、ベンゼンスルホン酸、フェ
ニルホスホン酸、ヒドロキシ酢酸、酒石酸、シュウ酸、マロン酸、クエン酸、リンゴ酸、
乳酸、グルコン酸、アスコルビン酸、アミノ酸などが挙げられる。
【００３９】
本発明に用いられる有機酸塩としては、上記有機酸の塩が挙げられる。塩としては金属塩
が好ましく、より好ましくは、アルカリ金属塩がより好ましい。具体例としては、上記有
機酸のナトリウム塩、カリウム塩が挙げられる。特に好ましいものとして　クエン酸ナト
リウムが挙げられる。
【００４２】
上記水溶性化合物は、必要に応じて、二種類以上を併用することもできる。水溶性化合物
の添加量は、画像形成層中の０．１～１０質量％が好ましく、０．５～５質量％がより好
ましい。この範囲内で、耐刷性を劣化させず機上現像性を向上できる。
【００４３】
本発明の画像形成層には、機上現像性や画像形成層自体の皮膜強度向上のため親水性樹脂
を含有させることができる。親水性樹脂としては、例えばヒドロキシル基、カルボキシル
基、リン酸基、スルホン酸基、アミド基などの親水基を有するものが好ましい。また、親
水性樹脂は、マイクロカプセルに内包される親油性化合物が有する熱反応性基と反応し架
橋することによって画像強度が高まり、高耐刷化されるので、熱反応性基と反応する基を
有することが好ましい。例えば、親油性化合物がビニルオキシ基又はエポキシ基を有する
場合は、親水性樹脂としては、ヒドロキシル基、カルボキシル基、リン酸基、スルホン酸
基などを有するものが好ましい。中でも、ヒドロキシル基又はカルボキシル基を有する親
水性樹脂が好ましい。
【００４４】
親水性樹脂の具体例として、アラビアゴム、カゼイン、ゼラチン、澱粉誘導体、ソヤガム
、ヒドロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、カルボキシメチルセルロース及び
そのナトリウム塩、セルロースアセテート、アルギン酸ナトリウム、酢酸ビニル－マレイ
ン酸コポリマー類、スチレン－マレイン酸コポリマー類、ポリアクリル酸類及びそれらの
塩、ポリメタクリル酸類及びそれらの塩、ヒドロキシエチルメタクリレートのホモポリマ
ー及びコポリマー、ヒドロキシエチルアクリレートのホモポリマー及びコポリマー、ヒド
ロキシプロピルメタクリレートのホモポリマー及びコポリマー、ヒドロキシプロピルアク
リレートのホモポリマー及びコポリマー、ヒドロキシブチルメタクリレートのホモポリマ
ー及びコポリマー、ヒドロキシブチルアクリレートのホモポリマー及びコポリマー、ポリ
エチレングリコール類、ヒドロキシプロピレンポリマー類、ポリビニルアルコール類、加
水分解度が少なくとも６０質量％、好ましくは少なくとも８０質量％の加水分解ポリビニ
ルアセテート、ポリビニルホルマール、ポリビニルピロリドン、アクリルアミドのホモポ
リマー及びコポリマー、メタクリルアミドのホモポリマー及びコポリマー、Ｎ－メチロー
ルアクリルアミドのホモポリマー及びコポリマー、２－アクリルアミド－２－メチル－１
－プロパンスルホン酸のホモポリマー及びコポリマー、２－メタクロイルオキシエチルホ
スホン酸のホモポリマー及びコポリマー等を挙げることができる。
【００４５】
上記親水性樹脂の画像形成層への添加量は、２０質量％以下が好ましく、１０質量％以下
がより好ましい。
【００４６】

10

20

30

40

50

(7) JP 3941934 B2 2007.7.11



本発明の画像形成層には、上記の他に、光を吸収して発熱する光熱変換剤、マイクロカプ
セルが反応性基を含有する場合には反応を促進する反応促進剤、さらに無機微粒子、着色
剤、可塑剤、界面活性剤など、種々の目的の化合物を添加することができる。以下これら
について説明する。
【００４７】
本発明の画像形成層に用いられる光熱変換剤としては、赤外線、中でも近赤外線（波長７
００～２０００ｎｍ）を吸収する物質であればよく、種々の公知の顔料、染料又は色素、
及び金属微粒子が挙げられる。特に、波長７００～１３００ｎｍを吸収する物質が好適で
ある。
【００４８】
例えば、日本印刷学会誌、３８卷３５～４０頁（２００１）「新イメージング材料、２．
近赤外線吸収色素」、「最新顔料便覧」（日本顔料技術協会編、１９７７年刊）、「最新
顔料応用技術」（ＣＭＣ出版、１９８６年刊）、「印刷インキ技術」（ＣＭＣ出版、１９
８４年刊）、米国特許４７５６９９３号、同４９７３５７２号、特開平１０－２６８５１
２号、同１１－２３５８８３号、特公平５－１３５１４号、同５－１９７０２号、特開２
００１－３４７７６５号、特開２００１－３０１３５０号、特開２００２－１３７５６２
号等に記載の顔料、染料又は色素、及び金属微粒子が好適に用いられる。顔料及び金属微
粒子は、必要に応じて、公知の表面処理を施したものを用いることができる。
【００４９】
染料又は色素の種類としては、シアニン色素、ポリメチン色素、アゾメチン色素、スクア
リリウム色素、ピリリウム及びチオピリリウム塩系染料、ジチオール金属錯体、フタロシ
アニン色素等が挙げられる。特に好ましいものとしては、シアニン色素、スクワリリウム
色素、ピリリウム塩、フタロシアニン色素が挙げられる。
【００５０】
顔料の種類としては、不溶性アゾ顔料、アゾレーキ顔料、縮合アゾ顔料、キレートアゾ顔
料、フタロシアニン系顔料、アントラキノン系顔料、ペリレン及びペリノン系顔料、チオ
インジゴ系顔料、キナクリドン系顔料、ジオキサジン系顔料、イソインドリノン系顔料、
キノフタロン系顔料、染付けレーキ顔料、アジン顔料、ニトロソ顔料、ニトロ顔料、天然
顔料、蛍光顔料、無機顔料、カーボンブラック等が使用できる。中でもカーボンブラック
が好適である。
【００５１】
金属微粒子としてはＡｇ、Ａｕ、Ｃｕ、Ｓｂ、Ｇｅ及びＰｂの微粒子が好ましく、Ａｇ、
Ａｕ及びＣｕの微粒子がより好ましい。
【００５２】
上記の中でも、特開２００１－３０１３５０号、特開２００２－１３７５６２号等に記載
のシアニン色素及びフタロシアニン色素が特に好適である。
【００５３】
光熱変換剤の画像形成層への添加は、画像形成層塗布液への直接添加でも、マイクロカプ
セル中に含有させた形での添加でも良い。画像形成層塗布液への直接添加には、水溶性の
光熱変換剤が好ましく、マイクロカプセル中に含有させる場合は、親油性の光熱変換剤が
好ましい。
【００５４】
光熱変換剤の添加割合は、画像形成層固形分の１～５０質量％が好ましく、３～２０質量
％がより好ましい。これらの範囲で、画像形成層の膜強度を損なうことなく、良好な感度
が得られる。
【００５５】
本発明の画像形成層に用いられる反応促進剤としては、公知の酸前駆体、酸発生剤、熱ラ
ジカル発生剤と呼ばれる化合物が挙げられる。例えば、光カチオン重合の光開始剤、光ラ
ジカル重合の光開始剤、焼き出し画像形成用の酸発生剤、マイクロレジスト等に使用され
ている酸発生剤等が挙げられる。

10

20

30

40

50

(8) JP 3941934 B2 2007.7.11



【００５６】
より具体的には、特開２００１－３０１３５０号、特開２００２－２９１６２号、特開２
００２－４６３６１号、特開２００２－１３７５６２号などに記載のロフィンダイマー、
トリハロメチル置換ヘテロ化合物、過酸化物、アゾ化合物、イミノスルホナート化合物、
ジスルホン化合物、アシルホスフィン化合物、ｏ－ニトロベンジル型保護基を有する光酸
発生剤、及びオニウム塩（例えば、ヨードニウム塩、ジアゾニウム塩、スルホニウム塩な
ど）などを挙げることができる。また、これらの酸を発生する基又は化合物をポリマーの
主鎖又は側鎖に導入した化合物を用いることもできる。
【００５７】
なかでもより好適なものとして、トリハロメチル置換－ｓ－トリアジン化合物、ジスルホ
ン化合物、イミノスルフォネート化合物、ジフェニルヨードニウム塩、トリフェニルスル
ホニウム塩などが挙げられる。
【００５８】
上記反応促進剤は２種以上を組み合わせて用いることもできる。また、反応促進剤の画像
形成層への添加は、画像形成層塗布液への直接添加でも、マイクロカプセル中に含有させ
た形での添加でもよい。画像形成層中の反応促進剤の含有量は、画像形成層全固形分の０
．０１～２０質量％が好ましく、より好ましくは０．１～１０質量％である。この範囲内
で、機上現像性を損なわず、良好な反応開始又は促進効果が得られる。
【００５９】
本発明の画像形成層には無機微粒子を添加してもよく、無機微粒子としては、シリカ、ア
ルミナ、酸化マグネシウム、酸化チタン、炭酸マグネシウム、アルギン酸カルシウム又は
これらの混合物などが好適な例として挙げられ、これらは光熱変換性でなくても皮膜の強
化や表面粗面化による界面接着性の強化などに用いることができる。
【００６０】
無機微粒子の平均粒径は５ｎｍ～１０μｍのものが好ましく、より好ましくは１０ｎｍ～
１μｍである。このような無機微粒子は、コロイダルシリカ分散物などの市販品として容
易に入手できる。粒径が上記範囲内で、マイクロカプセルや光熱変換剤の金属微粒子とも
親水性樹脂内に安定に分散し、画像形成層の膜強度を充分に保持し、印刷汚れを生じにく
い親水性に優れた非画像部を形成できる。
【００６１】
本発明の画像形成層には、画像形成後、画像部と非画像部の区別をつきやすくするため、
可視光域に大きな吸収を持つ染料を画像の着色剤として使用することができる。具体的に
は、オイルイエロー＃１０１、オイルイエロー＃１０３、オイルピンク＃３１２、オイル
グリーンＢＧ、オイルブルーＢＯＳ、オイルブルー＃６０３、オイルブラックＢＹ、オイ
ルブラックＢＳ、オイルブラックＴ－５０５（以上オリエント化学工業（株）製）、ビク
トリアピュアブルー、クリスタルバイオレット（ＣＩ４２５５５）、メチルバイオレット
（ＣＩ４２５３５）、エチルバイオレット、ローダミンＢ（ＣＩ１４５１７０Ｂ）、マラ
カイトグリーン（ＣＩ４２０００）、メチレンブルー（ＣＩ５２０１５）等、及び特開昭
６２－２９３２４７号に記載されている染料を挙げることができる。また、フタロシアニ
ン系顔料、アゾ系顔料、酸化チタンなどの顔料も好適に用いることができる。添加量は、
画像形成層の全固形分に対し、０．０１～１０質量％の割合である。
【００６２】
本発明の画像形成層には、画像形成層の分散安定性、製版及び印刷性能向上や塗布性の向
上のため、特開平２－１９５３５６号、特開昭５９－１２１０４４号、特開平４－１３１
４９号及び特願２００１－１６９７３１号に記載されているノニオン系、アニオン系、カ
チオン系、両性又はフッ素系の界面活性剤を添加することができる。これらの界面活性剤
の好適な添加量は、画像形成層全固形物の０．００５～１質量％である。
【００６３】
本発明の画像形成層には、必要に応じ、塗膜の柔軟性等を付与するために可塑剤を加える
ことができる。例えば、クエン酸トリブチル、フタル酸ジエチル、フタル酸ジブチル、フ
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タル酸ジヘキシル、フタル酸ジオクチル、リン酸トリクレジル、リン酸トリブチル、リン
酸トリオクチル、オレイン酸テトラヒドロフルフリル等が用いられる。
【００６４】
本発明の画像形成層は、必要な上記各成分を溶剤に溶解又は分散して塗布液を調製し、塗
布される。ここで使用する溶剤としては、エチレンジクロライド、シクロヘキサノン、メ
チルエチルケトン、メタノール、エタノール、プロパノール、エチレングリコールモノメ
チルエーテル、１－メトキシ－２－プロパノール、２－メトキシエチルアセテート、１－
メトキシ－２－プロピルアセテート、ジメトキシエタン、乳酸メチル、乳酸エチル、Ｎ，
Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、テトラメチルウレア、Ｎ－
メチルピロリドン、ジメチルスルホキシド、スルホラン、γ－ブチルラクトン、トルエン
、水等を挙げることができるが、これに限定されるものではない。これらの溶剤は、単独
で又は２種類以上を混合して使用される。塗布液の固形分濃度は、好ましくは１～５０質
量％である。
【００６５】
塗布、乾燥後に得られる支持体上の画像形成層の乾燥塗布量は、用途によって異なるが、
一般的に０．２～５．０ｇ／ｍ 2が好ましい。塗布する方法としては、種々の方法を用い
ることができる。例えば、バーコーター塗布、回転塗布、スプレー塗布、カーテン塗布、
ディップ塗布、エアーナイフ塗布、ブレード塗布、ロール塗布等を挙げられる。
【００６６】
［オーバーコート層］
本発明の平版印刷版用原版は、保存時の外部からの親油性物質による汚染や取り扱い時の
手指の接触による指紋跡汚染等から親水性の画像形成層表面を保護するため、画像形成層
上に、特開２００１－１６２９６１号、特開２００２－１９３１８号に記載の水溶性樹脂
を含有するオーバーコート層を設けることができる。
【００６７】
オーバーコート層に用いられる水溶性樹脂の具体例としては、天然高分子では、アラビア
ガム、水溶性大豆多糖類、繊維素誘導体（例えば、カルボキシメチルセルロース、カルボ
キシエチルセルローズ、メチルセルロース等）、その変性体、ホワイトデキストリン、プ
ルラン、酵素分解エーテル化デキストリン等、合成高分子では、ポリビニルアルコール（
ポリ酢酸ビニルの加水分解率６５％以上のもの）、ポリアクリル酸、そのアルカリ金属塩
又はアミン塩、ポリアクリル酸共重合体、そのアルカリ金属塩又はアミン塩、ポリメタク
リル酸、そのアルカリ金属塩又はアミン塩、ビニルアルコール／アクリル酸共重合体及び
そのアルカリ金属塩又はアミン塩、ポリアクリルアミド、その共重合体、ポリヒドロキシ
エチルアクリレート、ポリビニルピロリドン、その共重合体、ポリビニルメチルエーテル
、ビニルメチルエーテル／無水マレイン酸共重合体、ポリ－２－アクリルアミド－２－メ
チル－１－プロパンスルホン酸、そのアルカリ金属塩又はアミン塩、ポリ－２－アクリル
アミド－２－メチル－１－プロパンスルホン酸共重合体、そのアルカリ金属塩又はアミン
塩、等を挙げることができる。目的に応じて、これらの樹脂を二種以上混合して用いるこ
ともできる。しかし、本発明はこれらの例に限定されるものではない。
【００６８】
上記のオーバーコート層には、感度を向上させるため光熱変換剤を含有させることができ
る。好ましい光熱変換剤として、画像形成層に用いられる前記赤外線吸収色素中の水溶性
の赤外線吸収色素が挙げられる。
【００６９】
その他、オーバーコート層には塗布の均一性を確保する目的で、水溶液塗布の場合には主
に非イオン系界面活性剤を添加することができる。この様な非イオン界面活性剤の具体例
としては、ソルビタントリステアレート、ソルビタンモノパルミテート、ソルビタントリ
オレート、ステアリン酸モノグリセリド、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、
ポリオキシエチレンドデシルエーテル等を挙げることが出来る。上記非イオン界面活性剤
のオーバーコート層の全固形物中に占める割合は、０．０５～５質量％が好ましく、より
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好ましくは１～３質量％である。
【００７０】
さらに、上記オーバーコート層には、積み重ね保存時のプレート間のくっつきを防止する
ため、特開２００１－３４１４４８号記載のフッ素原子及びケイ素原子のうちいずれかを
有する化合物を含有することができる。
【００７１】
本発明のオーバーコート層の厚みは、０．１～４．０μ mが好ましく、更に好ましい範囲
は０．１～１．０μｍである。この範囲内で、印刷機上でのオーバーコート層の除去性を
損なうことなく、親油性物質による画像形成層の汚染を防止できる。
【００７２】
［支持体］
本発明の平版印刷版用原版において前記画像形成層を塗布可能な支持体としては、寸度的
に安定な板状物であり、例えば、紙、プラスチック（例えば、ポリエチレン、ポリプロピ
レン、ポリスチレン等）がラミネートされた紙、金属板（例えば、アルミニウム、亜鉛、
銅等）、プラスチックフィルム（例えば、二酢酸セルロース、三酢酸セルロース、プロピ
オン酸セルロース、酪酸セルロース、酢酸酪酸セルロース、硝酸セルロース、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロピレン、ポリカーボネート、
ポリビニルアセタール等）、上記の如き金属がラミネート若しくは蒸着された紙又はプラ
スチックフィルム等が挙げられる。好ましい支持体としては、ポリエステルフィルム又は
アルミニウム板が挙げられる。
【００７３】
該アルミニウム板は、純アルミニウム板及びアルミニウムを主成分とし、微量の異元素を
含む合金板であり、さらにはアルミニウム又はアルミニウム合金の薄膜にプラスチックが
ラミネートされているものである。アルミニウム合金に含まれる異元素には、ケイ素、鉄
、マンガン、銅、マグネシウム、クロム、亜鉛、ビスマス、ニッケル、チタンなどがある
。合金中の異元素の含有量は高々１０質量％以下である。また、ＤＣ鋳造法を用いたアル
ミニウム鋳塊からのアルミニウム板でも、連続鋳造法による鋳塊からのアルミニウム板で
あっても良い。しかし、本発明に適用されるアルミニウム板は、従来から公知公用の素材
のアルミニウム板をも適宜に利用することができる。
【００７４】
本発明で用いられる上記の基板の厚みは０．０５ｍｍ～０．６ｍｍ、好ましくは０．１ｍ
ｍ～０．４ｍｍ、特に好ましくは０．１５ｍｍ～０．３ｍｍである。
【００７５】
アルミニウム板を使用するに先立ち、表面の粗面化、陽極酸化などの表面処理をすること
が好ましい。表面処理により、親水性の向上及び画像形成層との接着性の確保が容易にな
る。
【００７６】
アルミニウム板表面の粗面化処理は、種々の方法により行われるが、例えば、機械的に粗
面化する方法、電気化学的に表面を溶解粗面化する方法及び化学的に表面を選択溶解させ
る方法により行われる。機械的方法としては、ボール研磨法、ブラシ研磨法、ブラスト研
磨法、バフ研磨法などの公知の方法を用いることができる。化学的方法としては、特開昭
５４－３１１８７号公報に記載されているような鉱酸のアルミニウム塩の飽和水溶液に浸
漬する方法が適している。また、電気化学的な粗面化法としては塩酸又は硝酸などの酸を
含む電解液中で交流又は直流により行う方法がある。また、特開昭５４－６３９０２号に
開示されているように混合酸を用いた電解粗面化方法も利用することができる。
【００７７】
上記の如き方法による粗面化は、アルミニウム板の表面の中心線平均粗さ（Ｒａ）が０．
２～１．０μｍとなるような範囲で施されることが好ましい。粗面化されたアルミニウム
板は必要に応じて水酸化カリウムや水酸化ナトリウムなどの水溶液を用いてアルカリエッ
チング処理がされ、さらに中和処理された後、所望により耐摩耗性を高めるために陽極酸

10

20

30

40

50

(11) JP 3941934 B2 2007.7.11



化処理が施される。アルミニウム板の陽極酸化処理に用いられる電解質としては、多孔質
酸化皮膜を形成する種々の電解質の使用が可能で、一般的には硫酸、塩酸、蓚酸、クロム
酸又はそれらの混酸が用いられる。それらの電解質の濃度は電解質の種類によって適宜決
められる。陽極酸化の処理条件は、用いる電解質により種々変わるので一概に特定し得な
いが、一般的には電解質の濃度が１～８０質量％溶液、液温は５～７０℃、電流密度５～
６０Ａ／ｄｍ 2、電圧１～１００Ｖ、電解時間１０秒～５分の範囲であれば適当である。
形成される酸化皮膜量は、１．０～５．０ｇ／ｍ 2、特に１．５～４．０ｇ／ｍ 2であるこ
とが好ましい。
【００７８】
本発明で用いられる支持体としては、上記のような表面処理をされ陽極酸化皮膜を有する
基板そのままでも良いが、上層との接着性、親水性、汚れ難さ、断熱性などの一層改良の
ため、必要に応じて、特開２００１－２５３１８１号や特開２００１－３２２３６５号に
記載されている陽極酸化皮膜のマイクロポアの拡大処理、マイクロポアの封孔処理、及び
親水性化合物を含有する水溶液に浸漬する表面親水化処理などを適宜選択して行うことが
できる。上記親水化処理のための好適な親水性化合物としては、ポリビニルホスホン酸、
スルホン酸基をもつ化合物、糖類化合物、クエン酸、アルカリ金属珪酸塩、フッ化ジルコ
ニウムカリウム及びリン酸塩・無機フッ素化合物の混合物などを挙げることができる。
【００７９】
本発明の支持体としてポリエステルフィルムなど表面の親水性が不十分な支持体を用いる
場合は、親水層を塗布して表面を親水性にすることが好ましい。親水層としては、特開２
００１－１９９１７５号に記載の、ベリリウム、マグネシウム、アルミニウム、珪素、チ
タン、硼素、ゲルマニウム、スズ、ジルコニウム、鉄、バナジウム、アンチモン及び遷移
金属から選択される少なくとも一つの元素の酸化物又は水酸化物のコロイドを含有する塗
布液を塗布してなる親水層が好ましい。中でも、珪素の酸化物又は水酸化物のコロイドを
含有する塗布液を塗布してなる親水層が好ましい。
【００８０】
本発明においては、画像形成層を塗布する前に、必要に応じて、特開２００１－３２２３
６５号に記載の、例えばホウ酸亜鉛等の水溶性金属塩のような無機下塗層、又は例えばカ
ルボキシメチルセルロース、デキストリン、ポリアクリル酸などの含有する有機下塗層を
設けることができる。また、この下塗層には、前記赤外線吸収色素を含有させてもよい。
【００８１】
［製版及び印刷］
本発明の平版印刷版用原版は熱により画像形成される。具体的には、熱記録ヘッド等によ
る直接画像様記録、赤外線レーザによる走査露光、キセノン放電灯などの高照度フラッシ
ュ露光や赤外線ランプ露光などが用いられるが、波長７００～１３００ｎｍの赤外線を放
射する半導体レーザ、ＹＡＧレーザ等の固体高出力赤外線レーザによる露光が好適である
。このような露光は、支持体が透明である場合は、支持体の裏側から支持体を通して行う
こともできる。
【００８２】
画像露光された本発明の平版印刷版用原版は、それ以上の処理なしに印刷機に装着し、湿
し水とインキを供給し、さらに紙を供給する通常の印刷開始操作によって機上現像され、
続いて印刷することができる。すなわち、印刷をスタートすると、湿し水、インキ、紙と
の接触及びシリンダーの回転に伴う擦りによって、画像形成層の未露光部（加熱されてい
ない部分）が除去される機上現像を経て製版され、本格的印刷が始まる。
【００８３】
本発明の平版印刷版用原版は、日本特許２９３８３９８号に記載されているように、印刷
機シリンダー上に取りつけた後に、印刷機に搭載されたレーザにより露光し、その後に湿
し水及び／又はインクをつけて機上現像することも可能である。また、これらの平版印刷
版用原版は、水又は適当な水溶液を現像液とする現像をした後、印刷に用いることもでき
る。
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【００８４】
【実施例】
以下、実施例により、本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるものでは
ない。
【００８５】
（アルミニウム支持体の作製）
９９．５質量％アルミニウムに、銅を０．０１質量％、チタンを０．０３質量％、鉄を０
．３質量％、ケイ素を０．１質量％含有するＪＩＳＡ１０５０アルミニウム材（熱伝導率
０．４８ｃａｌ／ｃｍ・ｓｅｃ・℃）の厚み０．２４ｍｍ圧延板を、４００メッシュのパ
ミストン（共立窯業製）の２０質量％水性懸濁液と、回転ナイロンブラシ（６，１０－ナ
イロン）とを用いてその表面を砂目立てした後、よく水で洗浄した。これを１５質量％水
酸化ナトリウム水溶液（アルミニウムイオン４．５質量％含有）に浸漬してアルミニウム
の溶解量が５ｇ／ｍ 2になるようにエッチングした後、流水で水洗した。更に、１質量％
硝酸で中和し、次に０．７質量％硝酸水溶液（アルミニウム０．５質量％含有）中で、陽
極時電圧１０ .５ボルト、陰極時電圧９ .３ボルトの矩形波交番波形電圧（電流比ｒ＝０．
９０、特公昭５８－５７９６号公報実施例に記載されている電流波形）を用いて１６０ク
ローン／ｄｍ 2の陽極時電気量で電解粗面化処理を行った。水洗後、３５℃の１０質量％
水酸化ナトリウム水溶液中に浸漬して、アルミニウム溶解量が１ｇ／ｍ 2になるようにエ
ッチングした後、水洗した。次に、５０℃、３０質量％の硫酸水溶液中に浸漬し、デスマ
ットした後、水洗した。さらに、３５℃の硫酸２０質量％水溶液（アルミニウム０．８質
量％含有）中で直流電流を用いて、多孔性陽極酸化皮膜形成処理を行った。即ち電流密度
１３ A／ｄｍ 2で電解を行い、電解時間の調節により陽極酸化皮膜重量２．７ｇ／ｍ 2とし
た。この支持体を水洗後、７０℃のケイ酸ナトリウムの０．２質量％水溶液に３０秒間浸
漬処理し、水洗乾燥した。
【００８６】
（マイクロカプセル（１）の合成）
油相成分としてトリメチロールプロパンとキシリレンジイソシアナートとの付加体（三井
武田ケミカル（株）製タケネートＤ－１１０Ｎ、マイクロカプセル壁材）２０ｇ、芳香族
イソシアネートオリゴマー（日本ポリウレタン（株）製、ミリオネートＭＲ－２００、マ
クロカプセル壁材）１５ｇ、ビスフェノールＡのビス（ビニルオキシエチル）エーテル１
２ｇ、赤外線吸収色素Ａ（下記）４ｇ、酸発生剤Ａ（下記）４ｇ、パイオニンＡ４１Ｃ（
竹本油脂（株）製アニオン界面活性剤）０．１ｇを酢酸エチル６０ｇに溶解した。水相成
分としてポリビニルアルコール（（株）クラレ製、ＰＶＡ２０５）の４質量％水溶液１２
０ｇを調製した。油相成分と水相成分とをホモジナイザーを用いて１００００ｒｐｍで１
０分間乳化した。その後水を４０ｇ添加し、室温で３０分さらに６５℃で３時間攪拌した
。このようにして得られたマイクロカプセル液の固形分濃度は２５質量％であり、平均粒
径は０．４μｍであった。
【００８７】
【化１】
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【００８８】
（マイクロカプセル（２）の合成）
油相成分としてトリメチロールプロパンとキシリレンジイソシアナートとの付加体（三井
武田ケミカル（株）製タケネートＤ－１１０Ｎ、マイクロカプセル壁材）２０ｇ、芳香族
イソシアネートオリゴマー（日本ポリウレタン（株）製、ミリオネートＭＲ－２００、マ
クロカプセル壁材）１５ｇ、ビスフェノールＡとエピクロロヒドリン付加反応物（ジャパ
ンエポキシレジン（株）製、エピコート１００４）１２ｇ、赤外線吸収色素Ａ　４ｇ、酸
発生剤Ａ　４ｇ、パイオニンＡ４１Ｃ　０．１ｇを酢酸エチル６０ｇに溶解した。水相成
分としてポリビニルアルコール（（株）クラレ製、ＰＶＡ２０５）の４質量％水溶液１２
０ｇを調製した。油相成分と水相成分とをホモジナイザーを用いて１００００ｒｐｍで１
０分間乳化した。その後、水４０ｇ及びテトラエチレンペンタミン１．５ｇを添加し、室
温で３０分さらに６５℃で３時間攪拌した。このようにして得られたマイクロカプセル液
の固形分濃度は２５質量％であり、平均粒径は０．４μｍであった。
【００８９】
実施例１
上記アルミニウム支持体上に、下記の組成よりなる画像形成層塗布液（１）をバー塗布し
、オーブンで８０℃、９０秒の条件で乾燥し、画像形成層の乾燥塗布量１．０ｇ／ｍ 2の
平版印刷版用原版を作製した。
【００９０】
画像形成層塗布液（１）
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００ｇ
・マイクロカプセル（１）（固形分換算で）　　　　　　　　　　５ｇ
・ポリビニルアルコール（クラレ（株）製、ＰＶＡ１１７）　０．５ｇ
・水溶性化合物　グリセリン　　　　　　　　　　　　　　　０．２ｇ
・フッ素系界面活性剤メガファックＦ－１７１　　　　　　０．０５ｇ
（大日本インキ化学工業（株）製）
【００９１】
このようにして得られた平版印刷版用原版を、水冷式４０Ｗ赤外線半導体レーザを搭載し
た Creo社製 Trendsetter３２４４ＶＸにて、出力１７Ｗ、外面ドラム回転数１５０ｒｐｍ
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、版面エネルギー２００ｍＪ／ｃｍ 2、解像度２４００ｄｐｉの条件で露光した後、現像
処理することなく、ハイデルベルグ社製印刷機ＳＯＲ－Ｍのシリンダーに取り付け、ＥＵ
－３（富士写真フイルム（株）製エッチ液）／水／イソプロピルアルコール（容量比１／
８９／１０）からなる湿し水と、大日本インキ化学工業（株）製ジオスＧ墨インキを用い
、湿し水を供給した後、インキを供給し、さらに紙を供給して印刷を行ったところ、問題
なく機上現像することができ、印刷可能であった。印刷１０枚目の印刷物を２０倍のルー
ペを用いて評価したところ、地汚れはなく、ベタ画像部の濃度の均一性は極めて良好であ
った。すなわち、機上現像は印刷１０枚目で完了していた。更に印刷を継続したところ、
細線や細文字の欠落及びベタ画像濃度のムラがなく、非画像部の汚れも発生せず、良好な
印刷物が２００００枚以上得られた。
【００９２】
比較例１
実施例１の画像形成層塗布液中に、グリセリンを添加しない以外は、実施例１と同様に、
平版印刷版用原版を作製し、露光、印刷を実施したところ、地汚れがなくなるまでに印刷
用紙５０枚を要した。
【００９３】
実施例２
実施例１の画像形成層塗布液マイクロカプセル（１）をマイクロカプセル（２）に変えた
以外は、実施例１と同様に、平版印刷版用原版を作製し、露光、印刷を実施したところ、
問題なく機上現像することができ、印刷可能であった。印刷１０枚目の印刷物を２０倍の
ルーペを用いて評価したところ、地汚れはなく、ベタ画像部の濃度の均一性は極めて良好
であった。更に印刷を継続したところ、細線や細文字の欠落及びベタ画像濃度のムラがな
く、非画像部の汚れも発生せず、良好な印刷物が２００００枚以上得られた。
できる。
【００９４】
実施例３～
実施例２の画像形成層塗布液（１）のグリセリンを、実施例 ではペンタエリスリトール
に、実施例 ではソルビトールに、実施例 ではトリエチレングリコールに変えた以外は
実施例２と同様にして平版印刷版用原版を作製し、実施例１と同様に、製版し、印刷した
。その結果、いずれの原版を用いても、印刷１０枚目までに機上現像は完了した。更に印
刷を継続したところ、いずれの原版の場合も、細線や細文字の欠落及びベタ画像濃度のム
ラがなく、非画像部の汚れも発生せず、良好な印刷物が２００００枚以上得られた。
【００９６】
上記の結果から、本発明の平版印刷版用原版は、機上現像性、汚れ難さ、耐刷性とも良好
であることが分かる。
【００９７】
【発明の効果】
本発明によれば、デジタル信号に基づいた赤外線走査露光による画像記録が可能であり、
機上現像性に優れ、地汚れが生じにくく、高耐刷の平版印刷版用原版を提供できる。
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